
循環を基調とする社会の形成への寄与

【実施の目標】再生産可能な資源である森林を適切に整備し、そこから生産される人と環境に優しい素材である木材の積極的かつ多段階

的な利用を図ることにより、「植栽→保育→収穫→植栽」のサイクルを円滑に循環させ、自然界における物質の適正な循環を
損なうことのない循環を基調とする社会の形成に寄与する。

●森林資源の循環利用の促進
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m3増加させる。この増加量は、森林・林業基本計画に掲げる平成２７年の木材供給目標量である２３百万m3/年（丸太ベース）の約５年分に相当（現状の
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● 高性能な林業機械による作業システムの導入を促進
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活力ある地域社会形成への寄与

●山村地域における居住環境の向上

【実施の目標】森林の有する多面的機能の発揮に重要な役割を果たす山村において、林業生産活動の活発化や居住環境の整備、都市と山

村との共生・対流等に向けた施策を講じ、快適な森林環境や優れた森林景観の保全等に配慮しつつ、森林資源を活かした活

力ある地域社会の形成に寄与する。

▶森林資源を活かした地域づくりを推進する観点から、全国158の流域（森
林計画区）のうち、間伐等の適切な実施や伐採後の的確な更新を図りつつ、

森林資源を積極的に利用している流域を現状の約30流域から約80流域に
増加させる。

目指す主な成果

▶ ５年間で約2１0万人の山村地域の住民を対象に居住地周辺の森林や
生活環境の整備を行い、定住条件の向上を図る。

目指す主な成果

●森林資源を活用した地域づくりの推進
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● 都市との共生・対流に向けた交流施設などの整備

● 森林資源の利用に向けた基盤整備

● 保育や間伐などの適切な施業による森林資源の育成

主な施策

森林の整備・保全を支える山村地域

交流施設（キャンプ場）

森林整備（間伐）

活力

地域材利用の推進
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事業実施に当たっての留意事項

１ 施策連携の強化等

▶ 森林整備事業と治山事業との適切

な役割分担

▶ ソフト施策との連携

▶ 他の公共事業計画に位置づけられ

た事業との連携

２ 森林資源及び既存施設の有効活用

▶ 間伐材等の地域材の利用を推進

▶ 治山施設、林道等の機能の強化

などによる既存施設の有効活用

３ 地域の特性に応じた事業の実施

▶ 国、地方公共団体等それぞれの

適切な役割分担の下、これらの

連携による効果的な整備の推進

４ 低炭素社会づくりへの対応 ５ 多様な主体の参加の促進 ６ 入札及び契約の公正性・透明性の

確保並びに品質の確保
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１ 施策連携の強化等

▶ 森林整備事業と治山事業との適切

な役割分担

▶ ソフト施策との連携

▶ 他の公共事業計画に位置づけられ

た事業との連携
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などによる既存施設の有効活用

３ 地域の特性に応じた事業の実施

▶ 国、地方公共団体等それぞれの

適切な役割分担の下、これらの

連携による効果的な整備の推進

４ 低炭素社会づくりへの対応

▶ 間伐等の推進

▶ 地域材の住宅等への利用拡大､

間伐材を含む林地残材等の未利

用材の資材・エネルギー利用拡

大への取組等を推進

５ 多様な主体の参加の促進

▶ 事業の構想段階からの住民意見の

反映

▶ 地域住民やNPO等多様な主体の参画

による森林の整備･保全の推進

６ 入札及び契約の公正性・透明性の

確保並びに品質の確保

▶ 国が行う森林整備保全事業の発注

は、一般競争入札により、公正性

・透明性を確保

▶ 総合評価落札方式の導入等を通じ

た公共工事等の品質の確保

７ 事業評価の厳格な実施と

透明性の確保

▶ 費用対効果分析などによる事業

評価の厳格な実施

▶ 事業の各段階における積極的な

情報公開による透明性の確保

８ 工期管理とコスト縮減

▶ 限度工期内での事業完了

▶ コストと品質の両面を重視する

取組を進め、総合的なコスト構

造の改善を推進
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